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 本報告では、「地理的・空間的移動と社会階層移動との関連」という大きなテーマへの貢

献として、「子育て環境上の理由」による移動に着目し、そのような地理的・空間的な移動

が子どもの教育達成を通じて、世代間の階層移動に寄与している可能性について言及する。 

 子どもが日常的に接する環境は、その子どもの成長において決定的に重要な要因といえ

る。例えば、アメリカにおける MTO (Moving to Opportunity)を扱った一連の研究からは、子

ども期のより良い地域への移動は、その後の健康状態、教育達成、賃金など、さまざまなア

ウトカムを高めることが報告されている。このような背景から、海外ではしばしばより良い

子育て環境を求めての移動が観察されてきた。 

 居住地域が個人のアウトカムに与える影響は Neighborhood Effect（近隣効果）と呼ばれ、

前述の MTO に関連した一連の研究以外にも多くの研究が蓄積されつつある。日本において

も近隣効果を扱った研究がなされつつあるが、海外の研究に比して、その蓄積は乏しい。近

隣効果という文脈を別にすれば、居住地域と教育達成の関係は、社会階層論や教育社会学な

どの分野において、伝統的に議論されてきたテーマといえる。一方で、これらの研究のほと

んどは居住地域を外生的なものとして扱ってきた。つまり、居住地域とはあらかじめ与えら

れた選択不可能な要素であると考えられてきた。 

 確かに、自身が居住している地域は、子どもにとっては、選択不可能な外生的な要素とい

えるかもしれない。しかしながら、親の立場に立てば、自身の居住する地域は、（一定の制

約はあるものの）本人にとって選択可能な内生的な要素といえる。つまり、教育達成が世代

間の階層移動において重要な影響をおよぼす社会においては、高階層な親が子育て期に、子

どもがより良い教育達成を実現することを目的にして、より良い地域へ移動することがあ

り得る。しかしながら、日本においてこのような文脈で移動を扱った研究は、管見の限りみ

られない。よって、本報告では、「地理的・空間的移動と社会階層移動との関連」というテ

ーマへの貢献としてまず、日本における「子育て環境上の理由」による移動の規定要因を明

らかにする。具体的には、どのような社会階層の親が、どのような地域に移動を行うかを、

移動全体との比較や世帯単位に着目した分析によって明らかにしていく。これらの分析を

通じて、地域移動を通じたより良い教育達成の可能性について言及を行う。 

 本報告における具体的な分析は次の通りである。まず、国立社会保障・人口問題研究所が

実施している「人口移動調査」の第 6 回データ（2006 年）から第 9 回データ（2023 年）を

用いて、学歴や職業などの階層的要因と過去 5 年以内の「子育て環境上の理由」による移動

との関連を、移動全体との比較を通じて明らかにする。さらに、父親と母親の影響の差異や、

移動時の子どもの属性も考慮するため、世帯単位での分析も行う。その上で、「子育て環境

上の理由」による移動を行った世帯の移動後の状況（移動前後の居住地、移動後の住居状況

など）を確認することで、移動の規定要因について、より詳細に検討する。 



 

 分析結果は次の通りである。まず、移動全体に着目すると、（過去 5 年以内の）移動は、

学歴や職業的地位の高い、いわゆる高階層者で顕著であることが確認された。一方で、移動

者の中で、どのような者が「子育て環境上の理由」によって移動を行っているかを分析した

結果、学歴による有意な差はみられなかったが、職業的地位では専門・管理といった地位の

高い職業に就いている者ほど有意に移動確率が上がることが明らかとなった。つまり、そも

そも移動自体が高階層者に顕著にみられるイベントであるが、その中でもさらに高階層な

者（職業的地位が高い者）が「子育て環境上の理由」による移動を行うことが示された。加

えて、過去約 20 年間で移動全体の発生確率が縮小・横ばい傾向であるのに対して、「子育て

環境上の理由」による移動は、近年、増加傾向にあることも明らかとなった（図 1, 2）。 

 次に、「子育て環境上の理由」による移動の規定要因をより詳細に明らかにするために、

世帯を単位とするデータセットを作成し、分析を行った結果、次の点が明らかとなった。第

一に、ふたり親世帯と比較した場合に、父子世帯では移動が有意に少ない一方で、母子世帯

では有意な差はみられない1。ふたり親世帯に着目すると、母親の学歴や職業的地位が高い

世帯ほど、「子育て環境上の理由」による移動確率が有意に高くなる（図 3）。これらの結果

から、「子育て環境上の理由」による移動においては、母親が重要な役割を果たす可能性が

示唆された。この結果は、社会階層論や教育社会学においてしばしば指摘される、母親の役

割が教育達成において重要となるという主張と整合的といえる。 

 一方で、「子育て環境上の理由」による移動者に注目すると、移動の多くが、未就学児を

ともなう、同一市区町村、もしくは同一都道府県内の移動であり、移動後は、持ち家（一戸

建て）、もしくは民営の借家・アパートに居住する者が一般的である。これらの結果は、日

本における「子育て環境上の理由」による移動は、海外で観察されるような子どもにより良

い住環境を提供するために行われるものとは、傾向が異なることが推察される。つまり、日

本における移動は、子どもができたことでそれまで居住していた住居が手狭になり、近場の

より広い住居に移動するというケースが一般的であることが示唆される。 

 以上の結果を、「地理的・空間的移動と社会階層移動との関連」という視点からまとめる

と、日本における「子育て環境上の理由」による移動は、海外における移動とは性質が異な

る可能性が指摘できる。一方で、（移動全体と比較しても）そのような移動は高階層者に顕

著であり、今後は、移動者の「子育て環境上の理由」が意味することや、移動が教育達成に

与える影響をより詳細に明らかにすることが求められる。 

 

   

    図 1 分析結果（移動全体）        図 2 分析結果（子育て環境）    図 3 分析結果（子育て環境・世帯単位） 

   （N = 154,599，Adj-R² = 0.116）       （N = 34,458，Adj-R² = 0.023）      （N = 14,679，Adj-R² = 0.030） 

 
1 ここでの父子世帯、母子世帯とは、調査時に父親もしくは母親が同居をしていない世帯

を指す。 


